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１．当四半期決算に関する定性的情報 

 

 (1)経営成績に関する説明 

 
当第３四半期の連結経営成績につきましては、経常収益は株式等売却益の増加によりその他経常収益が増加したことな

どから、前年同四半期に比べ 18 億 28 百万円増加し、623 億 84 百万円となりました。 

 
一方、経常費用は営業経費が減少したことなどから、前年同四半期に比べ１億 95 百万円減少し、466 億 86 百万円とな

りました。 

  この結果、経常利益は前年同四半期に比べ 20 億 23 百万円増加し、156 億 98 百万円となりました。 

 
 また、親会社株主に帰属する四半期純利益は退職給付信託返還益の計上などにより特別損益が増加したことなどから、

前年同四半期に比べ 31 億 45 百万円増加し、122 億 38 百万円となりました。 

  なお、四半期包括利益は前年同四半期に比べ 342 億 59 百万円減少し、２億 22 百万円となりました。 

  

 (2)財政状態に関する説明 

 
 当第３四半期末における連結財政状態につきましては、総資産は前連結会計年度末に比べ 2,029 億円増加し、５兆 5,375

億円となりました。 

  また、純資産は前連結会計年度末に比べ 17 億円減少し、3,552 億円となりました。 

 
 主要な勘定残高では、預金等（譲渡性預金含む）は個人預金や法人預金が増加したことなどから、当第３四半期末残高

は前連結会計年度末に比べ 1,040 億円増加し、４兆 6,865 億円となりました。 

 
 貸出金は中小企業向け貸出や住宅ローンなどの個人向け貸出が増加したことなどから、当第３四半期末残高は前連結会

計年度末に比べ 574 億円増加し、２兆 8,710 億円となりました。 

  また、有価証券の当第３四半期末残高は前連結会計年度末に比べ 1,181 億円減少し、２兆 220 億円となりました。 

  

 (3)連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

  平成 27 年 11 月 11 日発表の通期の業績予想に変更はありません。 

  

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

 

 (1)当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

  該当事項はありません。 

  

 (2)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

 （会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号平成 25 年９月 13 日。以下「企業結合会計基準」という。）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号平成 25 年９月 13 日。以下「連結会計基準」という。）及び

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号平成 25 年９月 13 日。以下「事業分離等会計基準」という。）

等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当行の持分変動による差額を資

本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しておりま

す。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原

価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたしま

す。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当

該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び

連結財務諸表の組替えを行っております。 

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第 58－２項(4)、連結会計基準第 44－５項(4)及び事業分離

等会計基準第 57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将来にわたっ

て適用しております。 

  なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。 

 

(株)百五銀行(8368)　平成28年３月期　第３四半期決算短信

－　2　－



 

 

 （会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

 当行及び連結子会社の有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法は、従来、主として定率法を採用しており

ましたが、第１四半期連結会計期間より定額法へ変更しております。 

 当行は、営業基盤拡充に向けた経営戦略として、愛知県を中心とした新規出店を積極的に実施してまいりました。ま

た、今後も、営業強化や顧客利便性向上を目的とした新規出店や店舗の建替、ＢＰＲを目的とした事務機器等の更改投

資等を予定しております。これらを契機に、有形固定資産の在り方を総合的に検討した結果、当行の営業用店舗等及び

事務機器等は長期安定的に使用され、その使用価値の費消は存続期間を通じて概ね一定であるため、使用実態に合わせ

て減価償却方法を定額法へ変更することが、経営の実態をより適切に反映するものと判断いたしました。 

 この変更により、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期

純利益はそれぞれ 400 百万円増加しております。 

  

 (3)追加情報  

 当行は、年金財政健全化のため退職給付信託を設定しておりますが、年金資産が退職給付債務に対して積立超過の状況

にあり、その状況が継続することが見込まれることから、退職給付信託の一部返還を受けました。 

 これに伴い、当第３四半期連結累計期間において、退職給付信託返還益 3,603 百万円を特別利益に計上しております。
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(3)四半期連結財務諸表に関する注記事項 

 

（継続企業の前提に関する注記） 

  該当事項はありません。 

  

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

  該当事項はありません。 
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平成 28 年３月期 第３四半期決算補足説明資料 

 

※ 記載金額、比率は単位未満を切り捨てて表示しております。 

 

１． 平成 28 年３月期 第３四半期の損益状況（単体） 
 

 

                                                                                    (単位：百万円) 

 

平成 28 年３月期 

第３四半期 

累計期間 

(９ヵ月間） 

 平成 27 年３月期 

第３四半期 

累計期間 

(９ヵ月間) 

 

平成 28 年

３月期 

通期予想 

(12 ヵ月間)

前年同四半期 

累計期間比 

経 常 収 益   53,871  1,847  52,023  70,300

業 務 粗 利 益 ①  41,787  △845  42,633  

 

資 金 利 益   34,862  △458  35,321  

役 務 取 引 等 利 益   5,515  259  5,255  

そ の 他 業 務 利 益   1,409  △646  2,056  

 う ち 国 債 等 債 券 損 益 ②  1,724  212  1,511  

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ③ [△101] － [  693] － [△794] －  

経 費 ④  31,485  △1,245  32,730  

 

人 件 費   17,510  △682  18,192  

物 件 費   12,163  △956  13,119  

税 金   1,811  393  1,417  

業 務 純 益   10,302  399  9,903  12,800

 実 質 業 務 純 益 （ ① － ④ ）   10,302  399  9,903  12,800

 コ ア 業 務 純 益 （ ① － ② － ④ ）   8,578  186  8,391  11,400

臨 時 損 益 等   4,177  1,666  2,511  

 

う ち 不 良 債 権 処 理 額 ⑤  186  △42  229  

 うち個別貸倒引当金繰入額  [△226] － [△909] － [  683] －  

う ち 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 ⑥  327  215  111  

う ち 株 式 等 関 係 損 益   2,541  963  1,577  

経 常 利 益   14,480  2,065  12,414  16,300

特 別 損 益   2,889  2,948  △58  

税 引 前 四 半 期 純 利 益   17,369  5,013  12,355  

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税   2,859  236  2,623  

法 人 税 等 調 整 額   2,583  1,547  1,036  

法 人 税 等 合 計   5,442  1,783  3,659  

四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益   11,927  3,230  8,696  12,700

       

与 信 関 係 費 用 （ ③ ＋ ⑤ － ⑥ ）   △140  △258 117  1,300

（注） 貸倒引当金戻入益計上前の計数を［  ］内に記載しております。

○ 当第３四半期までの経常収益は53,871百万円（通期予想比進捗率：76.6％）、業務純益は10,302

百万円（通期予想比進捗率：80.4％）となりました。 

○ また、経常利益は 14,480 百万円（通期予想比進捗率：88.8％）、四半期純利益は 11,927 百万円

（通期予想比進捗率：93.9％）となり、概ね計画通り推移しております。 
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２． 金融再生法ベースのカテゴリーによる開示（単体） 

 

     (単位：億円、％)      (参考) (単位：億円、％) 

 平成 27 年 12 月末 平成 26 年 12 月末

 

平成 27 年９月末 

破 産 更 生 債 権 及 び こ れ ら に 準 ず る 債 権 81 101 107 

危 険 債 権 449 488 446 

要 管 理 債 権 111 95 117 

合 計 642 684 672 

総 与 信 に 占 め る 割 合 2.19 2.43 2.33 

（注）当行は部分直接償却を実施しておりません。 
 

３． 自己資本比率（国内基準） 

 

(単位：億円、％)       (参考)    (単位：億円、％)  

 平成 27 年 12 月末 平成 26 年 12 月末  平成 27 年９月末 

 連結 単体 連結 単体  連結 単体 

自 己 資 本 比 率 10.61 10.18 11.06 10.62  10.92 10.48 

自 己 資 本 の 額 2,593 2,460 2,520 2,390  2,573 2,442 

リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額 24,436 24,154 22,786 22,506  23,569 23,310 

総所要自己資本額（注） 977 966 911 900  942 932 

（注）総所要自己資本額は、リスク・アセットの額に４％を乗じた額であります。 

 

４． 有価証券の評価損益（単体） 

 

(単位：億円)       (参考)        (単位：億円) 

 平成 27 年 12 月末 平成 26 年 12 月末  平成 27 年９月末 

評価損益 評価損益  評価損益 

 うち益 うち損  うち益 うち損   うち益 うち損

満 期 保 有 目 的 － － － － － －  － － －

子 会 社 ・ 関 連 会 社 株 式 － － － － － －  － － －

そ の 他 有 価 証 券 1,579 1,591 12 1,551 1,555 3  1,404 1,428 24

 株 式 1,160 1,164 3 1,054 1,056 1  1,018 1,027 9

 債 券 338 338 0 413 413 0  337 338 0

 そ の 他 79 88 8 83 85 1  48 62 14

合 計 1,579 1,591 12 1,551 1,555 3  1,404 1,428 24

 
 
 
 
 

○ 有価証券の評価損益は、平成 27 年９月末比 174 億円増加し、1,579 億円の評価益となりました。 

○ 自己資本比率は、連結で平成 27 年９月末比 0.31 ポイント低下して 10.61％、 

単体で平成 27 年９月末比 0.30 ポイント低下して 10.18％となりました。 

○ 金融再生法ベースの開示債権は、平成 27 年９月末比 29 億円減少し、642 億円となりました。 

また、総与信に占める割合は平成 27 年９月末比 0.14 ポイント低下して 2.19％となりました。 
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５． 預金等（譲渡性預金含む）・貸出金の残高（単体） 
 

（単位：億円）        （参考）      （単位：億円） 

 平成 27 年 12 月末 平成 26 年 12 月末  平成 27 年９月末 

預金等(譲渡性預金含む) 46,990 45,660  46,408 

 う ち 個 人 35,333 34,730  34,730 

貸 出 金 28,765 27,600  28,380 

 う ち 消 費 者 ロ ー ン 8,061 7,521  7,922 

 

 

（ご参考） 
預り資産残高（単体） 

（単位：億円）        （参考）      （単位：億円） 

 平成 27 年 12 月末 平成 26 年 12 月末  平成 27 年９月末 

投資信託       （注１） 1,097 1,012  1,050 

公共債 383 585  395 

保険          （注２） 2,365 2,222  2,321 

（注１） グループ全体での投資信託預り資産残高は、以下のとおりであります。 

投資信託（グループ全体） 1,582 1,514  1,520 

 うち百五証券（株） 484 501  469 

（注２） 保険は、一時払個人年金保険及び一時払終身保険の販売額累計であります。 

 

 
 

以   上 
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